別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費
	事業名: 元気な園芸特産産地育成対策事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　野菜・果樹特産係　電話番号：058-272-1111（内2866）

　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,000千円（前年度予算額：4,000千円）
	要求内容


	１　要求の内容


試験研究機関や民間企業等において開発された新技術等をいち早く産地に導入し、迅速に普及させることで、園芸特産産地の強化と新たな産地の育成を図る。
朝市産地等を対象に遊休農地や高齢者・女性の能力等、地域資源を活用し、生産量の確保及び品揃えの拡大を図る。
ア　産地強化タイプ
試験研究機関等で開発された新技術等を産地において実際に導入するために必要な機械・施設等に対して助成する。

イ　産地育成タイプ
地域(市町村)において新たな品種・品目を導入し産地を形成する為に必要な機械・施設等に対して助成する。
ウ　朝市等産地活性化タイプ
朝市等直売所に出荷する産地を対象に園芸特産物の量と品揃えの拡大に必要な生産機械・施設や園芸特産物の加工・販売機械・施設等に対して助成する。
	２　所要経費


（1） 事業に要する経費に対し、予算の範囲内で４分の１以内の助成   4,000千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	要求額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　試験研究機関や民間企業等において開発された新技術等をいち早く産地に導入し、迅速に普及させることで、園芸特産産地の強化と新たな産地の育成を図ります。
朝市産地等を対象に遊休農地や高齢者・女性の能力等、地域資源を活用し、生産量の確保及び品揃えの拡大を図ります。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	○指標を設定することができない場合の理由
新技術内容や朝市産地の規模により、事業要望が多岐にわたるため、指標を設定するのは困難です。



（平成24年度の取組）

	　関係機関を通じて、新技術の導入や農産物直売所等朝市に出荷する施設整備等の事業内容について、生産者団体等に周知を図るとともに要望調査を行いました。要望のあった団体等に対して、事業の採択を行い、適切な実施を指導しました。


（平成24年度の成果）

	　○里芋プランタ（乗用の植付・畝立・マルチ展張機）、ダイコンの施肥・薬剤防除同時施用機の導入に対して助成を行い、作業の省力や低コスト化を図ることが可能となり、葉ネギの防虫ネットの導入に対して助成を行い、害虫の進入を防ぐことで薬剤散布を削減しつつ高品質な葉ネギ生産が可能となりました。

　○農産物直売所に出荷する産地のパイプハウスの導入に対して助成を行い、園芸特産物の量や品揃えの拡大を図りました。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	　県民へ安心・安全な農産物を供給する必要があるが、生産者の高齢化や輸入農産物に増加等、農業を取り巻く情勢は厳しさを増しています。このため、産地の強化や新たな産地の育成を図るため試験研究機関等で開発された新技術等の機械施設等に対する助成が必要です。また、直売所等における園芸特産物の量や品揃えの充実を図るため、機械施設等に対する助成が必要です。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　平成22～24年の３ヵ年の間に、省力化や低コスト、高品質生産に資する機械施設等への助成が８件、直売所等の品揃えの充実に資する施設等への助成が7件あり、産地の強化や直売所等の品揃えの充実が図られています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　事前の実施要望調査時に事業内容や事業費の精査を行い、事業が効果的に実施されるよう努めています。


（今後の課題）

	・各産地において、産地の強化や新品目の産づくりを検討している他、県下の直売所等の開設も多く、事業費の上限を超える可能性があります。



（次年度の方向性）
	・本事業により、新技術の確立による産地の強化や新産地の育成が図られるだけでなく、直売所等の品揃えや量が向上することで、地域の活性化や遊休農地の活用、雇用の創出が図られるため、引き続き事業を実施します。



